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働く人のキャリア相談相手，頻度，および効果の関係
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本日の報告内容

1

１． 背景

① 働く人のキャリア観の変遷とキャリア形成支援施策

② キャリアコンサルティングの定義

③ 企業におけるキャリアコンサルティングの取り組み

④ 個人におけるキャリアコンサルティングの経験

⑤ リサーチ・クエスチョン

２． 方法と結果

① 調査の概要

② キャリア相談頻度の測定方法

③ キャリア相談相手と頻度

④ 個人属性と「上司とのキャリア相談頻度」の関係

⑤ 「上司とのキャリア相談頻度」の効果

３． 考察

① キャリア相談のソーシャルネットワークモデル

② 「上司とのキャリア相談頻度」に影響を与える要因

③ これからのキャリアコンサルティングはどうあるべきか

④ 限界と課題
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背景 ①働く人のキャリア観の変遷とキャリア形成支援施策

2

2016年

職業能力開発促進法の改正により，

①労働者には「自らのキャリア開発における責任」

②事業主には「労働者が自らのキャリア開発の設計・目標設定，そのための能力開発を行うことの支援」が努力義務化
（花田 2016）

経
済
社
会
の
在
り
方

⇔

個
人
の
キ
ャ
リ
ア
観

19世紀から20世紀半ば

先進国において大企業が形成・確立，雇用の長期化にもとづく「労働の固定化」

労働組合の組織化，社会保障制度の整備による福祉国家化

→「伝統的キャリア」観の形成

1970年代以降

先進国における経済の長期的停滞に伴う，事業の規模縮小や再構築化

→「バウンダリレス・キャリア」「プロティアン・キャリア」観の誕生

1990年代後半

日本でも，社会と企業のあり方が大きく変化し始める

→「伝統的キャリア」観から「自律的キャリア」観への急激かつ緩やかな移行

2001年以降

職業能力開発促進法および雇用対策法の改正（2001年）

第7次職業能力開発基本計画（２００１ー２００５年度）

キャリア・コンサルティング研究会設置（2001年）
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この法律において「キャリアコンサルティング」とは，

労働者の①職業の選択，職業生活設計又は②職業能力の開発及び向上に関する相談

に応じ，助言及び指導を行うことをいう。（職業能力開発促進法 ただし，①②の数字は筆者が追記）

背景 ②キャリアコンサルティングの定義

3

本報告では，「①職業の選択，職業生活設計又は②職業能力の開発及び向上

に関する相談」のことを「キャリア相談」と呼ぶ。

※キャリア相談の場所・相手・時間は限定しない。

「キャリアコンサルティングを始めとして，キャリア形成支援を行う人材の育成を図る」

キャリアコンサルタント資格の誕生

第7次職業能力開発基本計画（2001ー２００５年年度）
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背景 ③企業におけるキャリアコンサルティングの取り組み

4

『令和3年度能力開発基本調査』（厚生労働省 2022a）

『1on1ミーティングに関する実態調査』（リクルートマネジメントソリューションズ 2022）

取り組み Yes

キャリアに関する相談を行うしくみ（セルフキャリアドック等） ４２.３％

計画的なOJTの実施 ６１.８％

労働者の主体的なキャリア形成に向けて実施した取り組み

（上司による定期的な面談（1on1ミーティング等））
６４.３％

67.7% が施策として導入

注 出典はリクルートマネジメントソリューションズ（２０２２）
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（１）キャリアコンサルティングの経験の有無

背景 ④個人におけるキャリアコンサルティングの経験

5

11.2% が専門家によるキャリアコンサルティング（またはキャリア相談）

を受けたことがあると回答

注 労働政策研究・研修機構（２０１７）

「キャリアに関する相談」

就職，転職，離職，再就職，復職のほか，職場の人間関係，ハラスメント，

長時間労働のほか，職業や仕事に関する相談ごとすべてを含む。

最も影響を受けたと思う相談を行った場所 割合

企業外 44.3％

公的機関 23.3％

企業内（人事部または人事部以外） 21.3%

（２）キャリアコンサルティングの相手

『キャリアコンサルティングの実態，効果および潜在的ニーズ』
（労働政策研究・研修機構, 2017）
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背景 ⑤リサーチ・クエスチョン

6

働く人のキャリア相談相手と頻度の現状は？

「上司とのキャリア相談頻度」は，どのような効果を持つか？

RQ１

RQ2
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方法と結果 ①調査の概要

7

対象 ・国内日本法人

・正社員

・30歳～５９歳

・技術職，営業職，事務職

※女性は事務職のみ

時期 ・２０１９年2月（T１時点）

・２０２０年1月（T2時点）

人数 1,000名

方法 ネット調査

備考

• T1時点で3,000名のデータを収集した。

• T2時点で，2019年2月から2020年1月の間に，転職，部署異動，仕事内容

の変化が無かった者を対象に追跡調査を実施した。
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方法と結果 ②キャリア相談頻度の測定方法

8

教示文

「仕事に関する相談（仕事内容，スキルアップ，職場の人間関係，転職，仕事と生活の両立など）

を，以下の方にどのくらいの頻度で相談しますか」

相手

a. 上司

b. 社内の先輩

c. 社内の友人

d. 社内のキャリアコンサルタント

e. 社内の心理職

f. EAPなど，会社が契約している機関の相談員

g. ハローワークの相談員

h. 人材会社の営業またはカウンセラー

i. 家族

j. 社外の先輩や友人

頻度（5件法）

「相談したことがない(＝1)」

「2年に1回か，それ以下(＝2)」

「1年に1回程度(＝3)」

「半年に1回程度(＝4)」

「半年に2回以上(＝5)」



©Furuta Katsutoshi 2022
図２－1 キャリア相談の相手と頻度(単位は％，n=1,000）

方法と結果 ③キャリア相談相手と頻度

9
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方法と結果 ④個人属性と「上司とのキャリア相談頻度」の関係

10

上司とのキャ
リア相談頻度

年齢

性別（女性） ー

学歴

中高卒 ー

専門短大卒

大学卒 ＋

大学院卒

企業規模

99人以下 ー

100～４99人

500～９９９人

1,000人以上 ＋

職位

一般社員相当 ー

係長相当 ＋

課長相当

部長相当 ＋

上司とのキャ
リア相談頻度

性別（女性）

学歴（中高卒） ー

企業規模（99人以下） ー

職位（一般社員相当） ー

女性，中高卒，99人以下，

一般社員相当の間に相関有

表２－１ 相関分析の結果

表２－２ 重回帰分析の結果

注 ーは負の有意な相関，＋は正の有意な相関を表す

注 ーは負の有意な関係を表す

備考

• 重回帰分析の結果，性別と「上司とのキャリア相談頻度」

の間には統計的に有意な関係がないことがわかった。

• つまり，性別と「上司とのキャリア相談頻度」の相関は，見

せかけの相関（疑似相関）の可能性が高い。

• なお，女性，中高卒，99人以下，一般社員相当の間に相

関があった点については，別途議論する必要がある。

① キャリア相談頻度は上司→知人や家族→専門家の順に多い

② 中高卒，99人以下，一般社員相当において「上司とのキャリア

相談頻度」が少ない

に対する回答RQ１
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方法と結果 ⑤「上司とのキャリア相談頻度」の効果

11

上司との

キャリア相談頻度
ワーク・エンゲイジメント 仕事の成果

.41***

.07†

.22***

図２－２ 「上司とのキャリア相談頻度」の効果モデル

注 間接効果の検定の結果，ワーク・エンゲイジメントの有意な媒介効果が認められた

（標本数＝5,000，信頼区間＝95%：下限＝.036，上限＝.064）。

備考

• ワーク・エンゲイジメントとは，「仕事に関連するポ

ジティブで充実した心理状態」（Schaufeli et al., 

2002）を指す。

• 仕事の成果は，三輪（2011）が作成した，主観的な

仕事の成果を測定する5項目の平均値を用いた。

• 上記のモデルは，上司との相談頻度は，①個人の心

理的状態をポジティブなものにしたうえで，②仕事

の成果を高めることを示唆している。

T1 T1 T2

① 上司とのキャリア相談頻度はワーク・エンゲイジメントを介して，

仕事の成果に正の効果を持つ

に対する回答RQ2
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考察 ①キャリア相談のソーシャルネットワークモデル

12

本人

図３－１ キャリア相談のソーシャルネットワークモデル

備考

• ソーシャルネットワークとは，ソーシャルサポートネットワーク論を構成

する主要概念のひとつ（松本，2022）であり，個人をとりまく社会的関

係性の結びつきを意味する。

• 代表的なモデルに社会的コンボイモデルがあり，Kahn ＆

Antonucciは，配偶者や親友（第1の同心円），家族や親せき（第2の同

心円），上司や同僚（第3の同心円）のモデルを提示した。

• 図３－１は，社会的コンボイモデルの考え方にもとづき，キャリア相談に

おけるソーシャルネットワークモデルを図式化したものである。

① キャリア相談における上司の役割の重要性を再認識

するものである

② キャリア相談の専門家であるキャリアコンサルタント

を（個人及び企業が）十分に活用できていない可能

性がある

③ 同時に，キャリアコンサルタントが，企業で働く個人

に対するキャリア相談に十分に対応できていない可

能性がある

考 察
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考察 ②「上司とのキャリア相談頻度」に影響を与える要因

13

企業の要因

備考

• 厚生労働省（2022a）の調査結果によると，従業員1,000人以上の企業規模

では64.1%の事業所が「仕事に関する相談の仕組みがある」と回答しているの

に対し，50～99人の企業規模では35.8％にまでその割合は減少する。

• 援助要請（help-seeking）とは，主に心理学領域で扱われてきた概念であり，

例えば生徒から教師への質問を指すもの（Nelson-Le Gall, 1985）として

扱われたり，患者による医療機関への受診を指すもの（Vogel & Wei, 

2005)として扱われたりしている。近年では，組織行動論において援助要請に

関する議論が盛んになっており（松下，2020），例えば経営組織における援助

要請行動として「個人が，問題への対処のために必要な技術や能力ないしは資

源をよく提供してくれると考えられる他者に意図的に働きかける，非公式で対

人的な行動」（Geller & Bamberger, 2012）等の定義がある。

個人の要因

① 企業の施策が，個人のキャリア相談頻度に影響を

与えることを示唆するものである

② 学校や職場での学習過程を通じて習得される『何

らかの個人要因』の存在を仮定することができる

③ 例えば，上司や他者に積極的に助けを求めたり相

談しようとする行動特性や態度の存在・・・『援助

要請行動』

上司とのキャ
リア相談頻度

性別（女性）

学歴（中高卒） ー

企業規模（99人以下） ー

職位（一般社員相当） ー

表２－２ 重回帰分析の結果

注 ーは負の有意な関係を表す

考 察
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考察 ③これからのキャリアコンサルティングはどうあるべきか

14

• 企業の事業や風土に適合した「仕事に関する相談の仕組み」の導入

例：セルフキャリアドック，1on1ミーティング，評価制度，OJT，メンター制度，等

• 上司のキャリア相談スキル向上の支援

例：社内でキャリアコンサルタントの資格を取得しようとする者について，時間面での配慮や経済的支援を行う

『職場における学び・学び直しガイドライン』厚生労働省（2022b）

• キャリア相談における上司の役割の重要性の再認識

• キャリア相談スキルの研鑽

例：関連資格の取得（キャリアコンサルタント，産業カウンセラー，各種コーチング資格，等）

• キャリア相談（をする）力の研鑽・・・頻度を高める／相手を広げる

例：専門家へのキャリア相談機会の活用，上司への積極的な相談の実施（報・連・相から，相・連・報へ），等

• 職業能力の開発及び向上に関する相談力の研鑽

• 企業で働く個人，上司，企業に対するキャリアコンサルティングスキルの研鑽

例：企業における人材育成の取組の改善や組織課題の解決に向けた提案力，組織活性化による生産性向上に活か

すための専門性，等（『第11次職業能力開発基本計画』厚生労働省（202１））

• キャリアコンサルティングに関する企業，上司，個人に対する経済的支援の更なる拡充

• キャリアコンサルタントの企業対応力向上に向けた取り組み（養成講座，更新講習の充実，等）

企業1

上司2

個人3

キャリア

コンサルタント
4

行政5
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1.  サンプルの限界（今回は３０～５９歳／技術職，営業職，事務職／女性事務職に限定）

２０代，６０代以降

サービス職

女性

2.  相談内容の限界（今回は相談内容を限定していない）

仕事の進め方

将来のキャリア展望

能力開発

3.  相談の質の限界（今回は量のみに限定）

相談相手の態度

相談相手との関係性

4.  個人要因への着目

行動特性

価値観

1

考察 ④限界と課題

15

2

3

4
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【参考資料】 キャリアコンサルティングの意義（厚生労働省 2002）

18

第一に，現下の厳しい雇用失業情勢の下，失業の要因の３分の２が労働需給のミスマッチで

あり，その中でもとりわけ能力のミスマッチの問題が大きいといわれている。こうしたミスマッ

チを全体として解消するためには，離職者はもちろん，在職者に対しても企業内において，職

業情報を提供しつつ，成長分野を念頭に置いた適切なキャリア形成を支援していくことが不

可欠である。

第二に，技術革新の急速な進展，経済のグローバル化等により，急激な産業構造の変化や企

業の興廃が進み，労働移動が活発化し，企業を越えて通用する能力が求められている。一方，

企業内においても，内部組織のフラット化等により，個々の労働者に対し，新たな技術への適

応力，問題発見・解決能力等の，幅広い能力が求められるようになっている。このため，従来の

ような企業主導の能力開発・キャリア形成だけでなく，個々の労働者において，自らキャリア形

成を進めていくことが求められている。
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【参考資料】 キャリアコンサルティングに関連する様々な用語の定義

19

キャリアコンサルティング

 労働者の職業の選択，職業生活設計又は職業能力の開発及び向上に関する相談に応じ，助言及び指導を行う

こと（職業能力開発促進法）

キャリアコンサルタント

 キャリアコンサルタントの名称を用いて，キャリアコンサルティングを行うことを業とする者（職業能力開発促進法）

キャリアカウンセラー

 生徒，学生，成人のキャリアの方向づけや進路の選択・決定に助力し，キャリア発達を促進することを専門領

域とするカウンセラー（日本キャリア教育学会）

 相談者との対話を通して，個人にとって望ましいキャリアの選択・開発を支援するキャリア形成の専門家（日本

キャリア開発協会）

 自分らしい仕事や生き方を選択していくための援助を行う専門家（キャリアカウンセリング協会）

キャリアカウンセリング

 人間尊重を基本理念として，働く人が心身ともに健康で，それぞれの個性と役割が十分に発揮されるよう支

援するカウンセリング活動の総称である。学術研究と現場実践に基づき，個人・集団はもとより組織に対して

提供され，それらの成長・発達と共生関係の実現，ひいては幸福かつ持続可能な社会の創造に寄与する専門

的過程（日本キャリア・カウンセリング学会）
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【参考資料】 １on1ミーティングの学術的定義

20

• Meeting scienceの研究蓄積がある一方，そのほとんどは３人以上

の会議が対象

• すべての会議の約半分が１対１

• One-on-one meetingsの学術的定義：

『仕事上の目的で，業務内または業務外に，2人の個人が集まること』

Flinchum et al.(2022)
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型 定義 目的（例）

上司と部下 上司と部下による1対1のミーティング

• 役割と期待の共有

• パフォーマンス評価

• キャリア開発や成長に関する対話

ピア・ツー・ピア 同僚，仲間同士による1対１のミーティング

• 業務課題への取り組み

• アイデアの創出

• 人脈の構築

スキップレベル 上司の上司との1対１のミーティング

• フィードバックの獲得

• 中長期キャリア目標に関する対話

• メンタリングの提供

従業員と顧客 従業員と顧客による１対１のミーティング

• 製品やサービスの営業活動

• 市場調査

• サービスの提供

クロスファンクショナル
社内の異なる部門の従業員同士による1対１の

ミーティング

• アイデアの創出

• 業務課題に関する議論

• 人脈の構築

組織横断的
異なる組織の従業員同士による1対１のミー

ティング

• 組織間の協力関係の構築

• 責任と期待の共有

• 協業内容に関する対話

【参考資料】１on1ミーティングの類型

21
注 Flinchum et al.(2022)を参考に筆者作成
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下村先生からの問い

22

働く人のこれからのキャリアとその支援について，ここ数年の最近の
変化についてはどのように考えるか

Q１

1. ここ数年の最近の変化について

（技術革新とコロナ禍による）リモートワークの急激な浸透

（同時期および生涯を通じた）複業時代への転換期

（自律的キャリアの浸透による）社会的弱者の生きづらさ

2. これからのキャリアについて

多様化するキャリア（雇用形態，働く場所・時間）

「個人の持つ価値観」と「求められる役割」のバランス

３.  これからのキャリア支援について

マクロな視点：福祉的支援と教育の更なる充実

ミクロな視点：丁寧な対話による，ここにいる意味の創出



©Furuta Katsutoshi 2022

下村先生からの問い

23

これからのキャリアコンサルティングはどうあるべきか，従来と何が
ことなり，何が変わらないか

Q２

1.  キャリアコンサルティング（キャリア相談）のあるべき姿

変わること 相手・時間・コミュニケーション媒体の多様化

変わらないこと 「共感・受容＋各種技法」の支援構造

2.  キャリアコンサルタントのあるべき姿

変わること 専門性（対象，相談内容，技法）の確立

変わらないこと 専門性と倫理性を追求する姿勢

※キャリアコンサルタントの使命は，相談者のキャリア形成上の問題・課題

の解決とキャリアの発達を支援し，もって組織および社会の発展に寄与

すること。
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申込者から寄せられた主な質問・関心事項

24

実際に現場で働いている人達の「やりがい」・「働きがい」は与えられ
た“目標を達成した”とか“もっと効率が良くなる様に，この様に改善
した”など自分の関わっている業務での達成感や成果に対する評価
によってやる気が出るし，反対に正当な評価がされなければ意気消
沈してしまいます。
この事を考慮してみると，今後のキャリアコンサルタントは「業務の達
成手法」「業務の目的と成果の評価」など働き方改革などにキャリアコ
ンサルタントはもっと関わる必要が出てきている様に私は思います
が，どうでしょうか？

Q１

極端に自己効力感の低い学生，発達障がいの疑いのある学生，依存
度合いが高い学生，母親からの強い影響で何も自分で決められない
学生など，自律できていない学生が明らかに顕在化していると感じ
ます。どう対処すべきか？我々の取るべきアクションについてのヒン
トをいただければ幸いです。

Q２

キャリアコンサルティングに対する自分なりの価値観や哲学を持ち，相談者と真摯に

向き合い，実践しながら内省し，自分なりの価値観や哲学を見直し続けること


